

















　本稿は、経営戦略 とHRMシ ステムとの関係を統合的に捉えるSHRM論 を中心に、経営にお
ける従業員管理に関する理論体系を整理 した。そして、バングラデシュで活動 している日系製造
業の事例を通 じ、競争戦略、HRMシ ステム、企業業績の関係を、 トップマネジメン トの策定す
る戦略的視点からだけではな く、HRMシステムに対する従業員の満足度やコミットメントといっ
た認識行動の視点からも明らかにしようとした。事例調査から得られた発見の1つ は、 コス ト削








越えて自由に流れる国際資本主義体制(=グ ローバル経済)が アメ リカ主導によって確立され
た。国際資本主義体制は巨視的に見れば、世界経済に高い成長をもたらし、この勢いは当分の


















戦略 と人的資源(Human　Resource:HR)施策 との関係について考察する。 この研究を行 う
理由は、海外進出している日系企業が現地人従業員を どのように管理 ・育成 し、競争で優位に














PM)論、人的資源管理(Human　Resource　Management:HRM)論か らSHRM論 に至 る
までの人事管理論の系譜を概観すると共に、SHRM論 を理解するための2つ の視点を説明す
る。第4節 では、バングラデシュの日系製造業11社を事例に採 って、競争戦略、HRMシ ステ
ム(=HR施 策の束の統合)、企業業績 といった一連の変数問の関係を トップマネジメン トか















　60年代後半か らは、HRM論 が人事管理の理論体系の主流になった。　HRM論 は、経済学の
理論的枠組みの中で教育投資の重要性を述べた人的資本理論 と、人間関係モデルの枠組みの中
で労働意欲向上の技法を提案した行動科学 といった2つの学問領域から発展した。岩出は、そ
れまで従業員管理の主流の考 え方であったPM論 の問題点 として、第1に 、管理 としての高
度化や精緻化を進めた余 り、各職能問の相互関連性に注意が払われていなかったこと、第2に 、
PM論 の枠組みに企業を取 り巻 く環境要因を取 り入れていなかったことを指摘している。特に
60年代に入ると、欧米、 日本企業の海外進出の増加に伴 う企業の多国籍化が進み、企業はその
組織 ・管理施策の柔軟性や市場環境への適合性を求められるようになった。これが、企業組織
と企業を取 り巻 く環境 との調整を、戦略 と定義する考え方が広まるきっかけ となった(岩 出、
2002、　p.87)。
　HRM論 では、大部分の従業員は創造的で、かつ 自己管理 ・統制ができる存在 として仮定さ
れている。人間は教育訓練することによって、企業のHRと して持続的な競争優位の源泉に
な りうると考えられた。企業が競争力を維持 ・向上させるには、機械 ・設備 といった物的資本
ス トックの蓄積同様、HRの 蓄積 も不可欠であった。但 し、　HRを持続的な競争優位の源泉に
するためにより重要な ことは、企業がHRの 可能性を最大限に引き出すHRMシ ステムを構
築することであった。このシステムが上手 く機能して初めて、企業の業績の向上につながる。
すなわち、HRM論 では、人は投資価値のある資源 と見なされてお り、従業員の能力の引き上
げや、彼らの組織に対するコミットメントの強化を如何にして図 り、組織全体の生産性を向上
させることが第1の 課題 とされたのである。
　欧米で発展したHRM論 を実際の企業活動の中で実践 したのは日本企業であった。 日本企










HRM論 が、積極的な意味合いを持つには至 らなか った。アメリカでは、70年代あた りから労
働の人間化(Quality　of　Work　Life:QWL)がブルーカラー ・ワーカーを中心に叫ばれ るよ





カ企業のHRMシ ステムがコス トに重点を置 く余 り、人材の潜在能力を上手 く引き出せなかっ
たとい う問題も抱えていた(Huselid,1995)。このように、多 くのアメ リカ企業ではHRM論






れら向上のために残された唯一の方法がHRの 管理であるという考 えを持 っていた(岡 田、
2002、p.90)。ここに、新 しい従業員管理の理論的枠組みであるSHRM論 の起源が見られる。
　岡田はSHRMがHRMと 異なる点として、第1にHRMシ ステムを構成する個々の施策
が統合されていること、第2にHRMシ ステムが一方的に企業戦略に従 うのではな く、企業
業績の向上のために両者の関係が対等であること、第3にHRやHRMシ ステムが持続的競
争優位に影響する要因であると、 トップマネジメントによって認識されていることを挙げてい
る(岡 田、2002、pp.102-103)。また票は、　SHRMの特徴 として3点 を挙げている。第1の
点は、HRが 企業戦略に従 って戦略的に活用されること、第2にHRが 持続的競争優位の源
泉の一つであること、第3にHRMシ ステムが企業業績にブラスの効果をもたらす ことであ
る(察 、1998、p.79)。更に、岩出は、　SHRMがHRMへ のマクロ的なアプローチを特徴 と
し、企業を全体システム として捉えてお り、各HR施 策の相乗効果によって競争市場で優位
に立つ ことを 目的 としていると指摘 している(岩 出2002、pp.98　9)。岩出はSHRMの パ
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戦略的人的資源管理(SHRM)の理論とその分析枠組みとしての有効性


































よる組織戦略コンティジェンシー ・モデルが挙げられる。彼 らのモデルは、戦略 とHRMシ
ステム との問を結ぶ要素 として、従業員に要請される役割行動 とい う変数を入れている。革新
戦略、品質向上戦略、コス ト削減戦略 とい う3つの競争戦略に対し、従業員の役割行動が どの
ように変わるかを示 した上で、その役割行動を導 き出すためのHR施 策を提唱 した。革新戦
略においては、創造的な役割行動が従業員に求められてお り、そのためのHR施 策は従業員
間の協力関係を促進させた り、従業員に長期的志向を持って働かせる誘因を強化することが必
要 とされた。品質向上戦略では、予見可能で、 リスク回避的な役割行動が求められてお り、そ
のためのHR施 策は柔軟な配置転換を円滑に行うことが必要 とされた。そしてコス ト削減戦
略においては、個人的で、反復的な役割行動が求められており、そのためのHR施 策は従業
員の行動を厳しく管理 ・監視することが必要 とされた。組織戦略コンティジェンシー ・モデル
と企業戦略コンティジェンシー ・モデル との間の違いは、前者に従業員の役割行動 とい う変数
を含めたことである。これをモデルに入れた理由は、HRに 求められる役割行動が同じ戦略を
採る企業の内部環境において異なるからである。このことにより、組織行動論の知識を利用す




システム、業績が企業を取 り巻 く環境によって大きな影響を受けるとい うことである。しかし、
競争戦略論に基づ くSHRMの最大の問題点は、　HRM戦 略が重要視されたことはあっても、





ジェンシー理論 とは違 って、労働、資本、技術 といった要素市場の不完全性を前提 としてお り、
各企業の資源を市場では取引できない特殊的なもの として捉えている。彼の指摘する企業の内








困難性が生じる要因 として、第1に 企業特有の歴史的条件、第2に 組織の構成員によって共有






である。彼 らは、コア人材のス トックとしてのHRこ そが持続的競争優位の源泉であると主
張 した。人的資本のス トックを蓄積 し、HRを 企業の競争優位の源泉にするには、人材を長期
的な視点から開発すること、すなわち人的資源開発を戦略的に遂行することを提唱した。
　また、Boxa11(1996)は、生産ためのインプット要素 としてHRも 重要であるが、 より重
要なのはHRを コン トロールするHRMシ ステムの方が企業の戦略資源 として競争優位の源
泉にな りうると述べた。HRMシ ステムは、従業員を頑張るよう動機付け、管理する組織的活
動である。また、HRMシ ステムは個 々の従業員のコミットメン トや満足度にも影響を与え、
ひいては企業業績の向上にも関係する。SHRM論では、従業員の組織に対するコミットメン







用)に よって、その有効性を示 していると述べた。 この考え方は、前節で説明したPM論 や
HRM論 から発展したSHRM論 のパラダイムである市場(競 争)戦 略、　HRMシ ステム(HR
施策の統合)、HRM成果、企業業績 といった一連の変数間の整合性を支持するものである。
また、SHRM論のもう1つのパラダイムは、従業員のHR施 策に対する満足度や組織に対す
るコミットメン トが組織の生産性や業績 と大 きく関わっている事である。本節では、SHRM
論のこれらのパラダイムが どの程度有効であるかを検証するために、バングラデシュとい う開
発途上国で生産活動を行っている日系企業の事例を取 り上げる。具体的には、 トップマネジメ






輸出加工区で操業 してお り、製品の市場は海外に限定 されている5)。調査企業の概要は、表1
で示されている。操業年の平均は1993年、従業員数の平均は278名、資本金の平均は4.2百万 ド
ルである。 日本での企業規模からすると、大部分の進出企業が中小企業に属している。進出企
業の業種は様 々であるが、現地および他の外国企業 と比べると、電子製品な どハイテク産業に
分類されるような業種が含まれている。主要な輸出先は 日本であるが、一部、アメ リカや中国
にも輸出されている。
　 日本人経営者 ・管理者への調査は面談調査および質問票調査により、2003年2月から3月 ま

















企　業 操業年 　 従業員数(口本人駐在数)
資本金
(百万 ドル) 業　　種 主要な市場
A社 1985 32(1) 1.6 船舶チェーン 日本 ・中 国
B社 1989 250(1) 0.9 板状ランプ 日本
C社 1990 900(1) 33.2 ゴル フ シ ャフ ト アメリカ
D社 1991 360(1) 1.0 女性用下着 口本
E社 1992 93(1) 0.3
　 　 　 　 　 "
カメラレンス 日本
F社 1992 120(1) 1.5 自動車用部品 日本
G社 1994 214(2) 1.9 麻 ロ ーブ 日木
H社 1996 130(1) 0.9 皮革靴 日本
1社 1997 380(2) 0.7 カメラ部品 目本
J社 1998 550(4-5) 3.0 半導体応用部品 日本
K社 2000 30(2) 0.8 研磨製品 日本
(出所)日 系企業か らの聞 き取 り調査。
　従業員に対する質問票の質問内容は、企業に対するコミットメン ト、HRMシ ステムに関す







第1の 類型は、人件費 ・原材料費な どの生産コス トの削減を通 じて競争優位を確立 しようとす











学歴別昇進 レンジの回答結果を基に、「内部育成型」 と 「外部調達型」に分類 し、更に 「昇進 ・
昇給施策」に関する類型化は昇給 ・昇進を決める際の要素、賃金体系、従業員に対するキャリ
アルー トの明示の回答から、「業績重視」か 「勤続重視」か、あるいはその 「併用」かに分類
した。またrHR開 発の方向性」に関する類型化は、教育訓練の方法、教育訓練の内容の回答
から、「短期的」か 「長期的」か、あるいはその 「併用」かに分類 した。そして最後に、「企業
業績」は3ヵ年(1999年度、2000年度、2001年度)の年度収益が前年比で増収だったか減収だっ
たか とい うビジネス トレンドを調べた。また参考 として、離職率の高低も調べた。
(3)調査結果
　競争戦略、HRMシ ステム、企業業績に関 してまとめた調査結果が、表2に 示 されている。
「競争戦略」に関しては、 日系企業11社中、5社がコス ト削減戦略、4社が高品質戦略、2社が
コス ト削減戦略 と高品質戦略 との間の折衷的戦略を採っている。一方、バングラデシュでイノ
ベーション戦略を採っている企業は無かった。このことは、バングラデシュが急速な経済成長
を遂げているにも拘わらず、同国のHRの 相対的乏 しさゆえに、 日本企業をは じめ とする外
国企業が未だ同国を新製品の研究開発拠点 として見なしていないことを示唆している。
　コス ト削減戦略を採っている企業は、A社を除いて外部調達型のrHRMの 基本理念」を持っ
ている。これ らの企業が外部調達型のHRMを 採用 している理由の1つ は、　D社やH社の場合、
その業種(バ ングラデシュの主要な輸出業種)が 現地系企業 と重な り、現地の外部労働市場か
ら経験者を簡単に調達で きるか らである。もう1つの理由は、B社やK社のように業績が振 る
わない企業はコス トのかかる人材を長期的に抱え込むことを回避しようとしているからである。
コス ト削減戦略を採っている企業の 「昇進 ・昇給施策」はA社を除いて業績重視であり、rHR
開発の方向性」 も短期的である。 このような近視眼的なHRMシ ステムは、下降傾向にある
「企業業績」 との因果関係 も推察される。
　一方、コス ト削減戦略を採っているA社は内部育成型のrHRM基 本理念」を持 っている。
本来、コス ト削減戦略を採るバングラデシュの 日系企業は人件費の固定化を回避し、景況に応
じた人件費の柔軟化を目指す。 しかしA社の場合、従業員、特に役職なしの一般労働職の離職
率が他社 と比較 して格段に低 く(勤務後1年 以内の一般労働職レベルの離職率は、一桁台)、
彼等の勤続年数が長いこともあ り、人件費の固定化を避けることを難しくしている。このよう
な状況でA社が生き残るには、人件費の上昇率を上回る労働生産性の伸びが求められるが、そ





企業 競争戦略 HRMの基本理念 昇進 ・昇給施策 HR開発の方向性 企業業績 (離職率)
A社 コス ト削減 内部育成型 勤続重視 中期的 ↓ ↓ ↓ 低
B社 コス ト削減 外部調達型 業績重視 短期的 ↓ ↓ ↓ 高
C社
コス ト削減 ・
高品質 外部調達型 業績重視 短期的 ↑ ↓ ↓ 高




内部育成型 勤続重視 中期的 ↓ ↓→ 中
F社 高品質 内部育成型 ・外部調達型 勤続 ・業績併用 短期 ・長期併用 ↑ ↑ ↑ 高
G社 高品質 内部育成型 勤続重視 長期的 ↑ ↑ ↑ 低
H社 コス ト削減 外部調達型 業績重視 短期的 ↓ ↓ ↓ 中
1社 高品質 内部育成型 勤続 ・業績併用 長期的 ↑ ↑ ↑ 低
J社 高品質
内部育成型 ・
外部調達型 勤続 ・業績併用 短期 ・長期併用 ↑ ↑ ↑ 高
K社 コス ト削減 外部調達型 業績重視 中期的 ↓ ↓ ↓ 中
(注1)ビジネス トレン ドの矢 印は、収益が前年 よ りも増収 ならば ↑、減収 ならば ↓、変化が ないならば→ とした。
(注2)離職率 の基準 は、年40%以上 な ら高、20%以上40%未満な ら中、20%未満 なら低 とした。
　高品質戦略のF社、G社、1社、　J社のrHRMの 基本理念」は、 内部育成型か、或いは内部
育成型 ・外部調達型の併用を採っている。F社の日本人副社長 と初めて会 った98年12.月には、












企　業 自己の能力利用 仕事の達成感 技能向」二の機会 管理者との関係 人 事 考 課 給 与 水 準
業績好調企業
F社 4.4 4.6 4.0 4.5 4.3 3.3
G社 4.5 4.4 3.9 4.8 4.4 3.7
1社 4.1 4.1 4.0 4.6 4.4 2.1
J社 4.0 4.4 3.7 4.0 4.2 2.7
業績普通企業
C社 4.1 4.3 3.6 4.0 4.1 3.0
D社 4.2 4.4 3.6 4.1 4.3 3.2
E社 4.1 4.3 4.0 4.7 4.4 3.6
業績不振企業
A社 4.1 4.5 3.1 4.0 3.9 2.4
B社 4.5 4.4 4.0 4.5 4.7 4.1
H社 3.9 3.9 3.2 3.3 3.1 2.0
K社 3.7 3.8 3.4 3.8 3.7 2.1




が前提である」 と述べている(岩 田、2006、p.38)。　F社およびJ社の基本的なHRMシ ステム
は従業員の技能、知識、労働意欲、コミットメン トな どに合わせて、rHRMの基本理念」、
「昇進 ・昇給施策」、rHR開発の方向性」を変えている。両社のこの柔軟なHRMシ ステム と
統合する高品質戦略が、高い企業業績 と関係 しているのではないか と推察される。
　次に、特定の競争戦略を実現するためのHRMシ ステムなどに対し、従業員が どの ように
認識 しているか といった従業員の意識に注 目する。企業業績 との関係を考察するために、表2
で示 した各企業の3ヵ 年の業績状況によって、好調企業、普通企業、不振企業の3つ にグルー
プ分け した。そのグループ分けを行 った上で、HRMシ ステムに関する従業員の満足度を示し






質問内容　　　　会社を誇 りに思うか　　　 会社に忠誠心を持っているか　　 会社の成長を望んでいるか
業績好調企業
F社 4.1 4.7 4.7
G社 4.5 4.6 4.9
1社 3.8 4.6 4.8
J社 4.1 4.5 4.7
業績普通企業
C社 4.4 4.6 4.6
D社 4.4 4.4 4.8
E社 4.5 4.6 4.7
業績不振企業
A社 3.9 4.8 4.8
B社 4.6 4.7 4.9
H社 3.2 3.3 4.0
K社 3.5 4.1 4.5




企業 と不振企業 との問でも、「技能向上の機会」(10%の有意水準)、「管理者 との関係」(5%
の有意水準)、「人事考課」(5%の有意水準)、「給与水準」(1%の有意水準)の4項 目におい
て、統計的な有意差が発見された。一方、好調企業 と普通企業 との問では、 どの項 目において





p.93)。人事考課 とは、従業員の仕事ぶ りを通 して彼 らの会社に対する寄与度を評価 し、それ
を給与に反映させることであるが、そのためには評価に関する客観性 と公平性が確保 される必
要がある。 しか し、A社、　K社、　H社の 日本人経営者 ・管理者は 「人事考課を行 う際、現地人
管理者の意見を参考にしているが、従業員問に存在する派閥関係や、彼らの主観的な判断が部
下に対する公正 ・公平な評価の障害になっている」 と指摘 した。このようなことが、HRMシ
ステム と関連した項 目である 「管理者 との関係」、「人事考課」、「給与水準」の満足度に関して、






自己の能力活用 1.33 0.50 一 〇.89
仕事の達成感 1.95* 1.07 0.99
技能向上の機会 2.92*** 1.90* 1.07
管理者との関係 4.35*** 2.48** 1.43
人事考課 3.19*** 2.34** 0.65
給与水準 2.96*** 3.88*** 0.99
企業に対する従業員のコミットメント
会社に対する誇 り 2.38** 4.22*** 一1 .98*
会社への忠誠心 2.73*** 2.35** 0.58
会社の成長願望 1.72* 0.76 0.97
(注)***、**、**はそれ ぞれ1%、5%、10%の 水 準 て 統 計 的 に 有 意 で あ る こ とを 示 す 。
　次に、従業員のコミットメン トに注目してみると、好調企業 と不振企業 との問で、「会社に
対する誇 り」(5%の有意水準)、「会社への忠誠心」(1%の有意水準)、「会社の成長願望」












と一体感を持つことが重要であ り、そ うすることで持続的な競争的優位を築 くことができる。






を確認 した。SHRM論では経営戦略 とHRMシ ステムの統合を 目指すが、本研究では、バン
グラデシュの 日系製造業11社を事例に採 り、競争戦略、HRMシ ステム(=HR施 策の束の
統合)、企業業績 といった一連の変数問の関係を トップマネジメン トからの戦略的視点から、
そ してHR施 策に対する満足度や組織へのコミットメン トといった従業員の認識行動の視点
から、SHRM論の分析的枠組み としての有効性を検証 した。
　事例調査から得られた重要な発見の1つ は、コス ト削減戦略を採っている企業は外部調達型
の 「HRMの基本理念」を持 っており、「昇進 ・昇給施策」は業績重視、「HR開発の方向性」










　最後に、今後の残 された研究課題 として、3点が挙げられる。第1の 課題は、今回の分析が
2003年とい う古いデータを用いてお り、 トレース調査(追 跡調査)を 通じてデータの更新を行
うことである。特に、アメ リカ政府からバングラデシュ政府への圧力によって、2004年1月以
























6)A社はコス ト削減戦略を通 じて経営の立て直しを迫られている一方で、社長が従業員に対 して温情的
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